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インがパブリックコメントに付されたとすると、 それらに対してきちんと意見をいうことが大切だと思っています。今までは、そのようなこときちんと考えて対応してきていなかった ころがあるか 思いますので、そのようなことまでを行 法務 いうものを考えていくことがこの数年間の新しい課題と思っています。　
ありがとうございます。有吉先生のお話、金井先生のお話、いずれもどういうルールが今後できてく
るかとか、ルールのできていないところでど コントロール べきかとかいう辺りでして、加えてグローバル化のこの時代に法律がどう動くか、それから、現状でクライアントの希望をどうかなえるのがベストなのかというようなお話が出てきたところですけれども。水戸先生、お願いします。　
今の金井先生、 そして、 有吉先生のお話に重ねますと、 日本の法学教育で足りていない分野の一つが「立






法学部は今、 「ルール創り教育」というのを標榜して授業をやっておりまして。例えば、民法に一つの新しい条文が出てきたときに、昔だったら解釈学優先で何説はどうだ何説はどうだ、それから、判例はどうだ、と教えるんですけれど、私は今そうやって教えないんです。このルールは誰の何のために作られているルールなのかとか このルールで誰がどういう保護を受けるのか、こういうルールがないと人はどう行動して まう 、そういうことを一つ一つの条文を教えるときに まず教えるようにしているのです。そ いう観点からすると、 今 大変ありがた コメントをいただいたという気がしております。それでは、本田先生、お願いしま 。　
私も皆さまがおっしゃったところと共感するところがあるのですけれども、しかしながら、日本の文
化及び伝統で、引き続き官公庁の解釈などに頼るところというのはものすごく多いと思うんですね。諸外国に比べて。先ほど個別報告でお伝えしたような ころも含めてなんですけれども、また、他の分野でも私の勤めている事務所の他の弁護士からも聞くのですけれども、現在、かなり政権が安定 いるからなのか、官公庁側が相当強気でプロセスをちゃん 踏まずに規制を実行しよ 状況が最近かがえるかなというところ あります。そのプロセスにちゃんと弁護士等が入れればい んですけれども、入ってい い場合に、できあがってしまった規制に対してどう対応で るのかとい ところに関しては、弁護士として 力がより試されるのではな かなと うふうに考えています。その点に関して、実際に訴訟等仲裁等に ったらどうなのかというところについては非常に大事なポイントにな てくるのかなというふうに思っております。　
あと、もう一つは、このパネルディスカッションのお題をいただい きに思いましたのは、私はエ





























までも新たなルールの遡及的適用と解釈 べきなのでしょう 」とい 二つのご質問ですが いかがでしょうか。　
ありがとうございます。非常に有益なご質問です。今回、経産省が何をやったかというと、法律を変








和が入りました。そのため、私の知る限りなのですけれども、今般の改正で直接的に影響を受ける案件はそれなりに減りました。そのため 大体の事業者は満足をしている うに思われ、訴訟する事業者はかなり少なくなったのかなと思います。ただ、引き続き一部のプロジェクトについては買取価格が下がってしまうということになってきま ので、訴訟する可能性というのはある 勝訴の可能性はどうですかと言われますと、非常に難しい質問で、絶対大丈夫ですとは言え いんですけれども、二つやり方があり して、国際仲裁でやる場合と、国内 でやる場合があります。国際仲裁でやる場合は何なのかというと、先ほども申し上げたような海外の事業者が、適用される投資協定ですとか
2国間の条約に基づいて、 「ちゃんと信頼して


















































































代だっていう話が成立しなくなってるわけです。退職までの期間ともしかしたら同じぐらい、そこまでいかないかもし ないけれども、 その後の期間をどう過ごすかっていうことをプラニングする必要があって、一人一人自分で考えるんだよと 自己責任だよっていう話では済まな 。そのアドバイス、それもいろんな問題を含んで るから
1カ所だけでは駄目で、アメリカの高齢者法の専門家と名乗る人たち
















③行政処分が法規に違反していない根拠などについて、詳細に主張することが可能であり、そのための基礎的な情報も独占しております。これに対して、原告側は 行政法規の立法趣旨及び解釈、処分 具体的内容、法規に違反している理由について主張をしようとしても、アクセス手段が限られているため、的確な主張をすることが困難であ という実情があります。裁判所も 庁の説明に不自然な点があるとの印象を持ったとして 、原告側を勝たせる とはできません。自分自身も、裁判官として、審理方法を工夫しようとしても限界があり、ストレスを感じる経験がありました。　
これに対して、知的財産権事件では、裁判官として 審理判断をする過程で、そのような点でストレ
















































うようなことぐらいしかなかった 思うのですが、近時はソフトローの形だけではなく、ハードローの形でも、 弁護士など役人 実務家が関わる機会が増えてきていると思います。 私自身、金融庁に出向をして、法令改正の作業を手伝うという経験をしたことがございます。また、官庁あるいは業界団体での研究会等に参加したり、あるいはそう った方々と私的な意見交換を る中で 政策に関わっていくというようなこと 増えてきています。先ほどから他の先生方のお話に出 いますとおり、ロビーイングというも は、まだ日本ではそれほどさかんではない状況だ 思 が、徐々にそのような活動をする弁護士であったり、弁護士以外の法律家が増えてきているところだ 思います。　
前半でも申し上げましたが、世の中の流れが非常 速くなっているということと、それから、専門化





ど、水戸先生のご報告の中でもソフトロー研究というのが今後ビジネス法務に必要な視点であろうということが指摘されておりました。先ほどの水戸先生のパワーポイント画面では、取引上規則のような明文のソフトロー、そ から、書かれざるルールとしての不文のソフトロー、もう一つ、私ども金融関係のほうでいう 最近は金融庁や中小企業庁が例えば経営者保証についてのガイドラインを出してますね。ガイドライン いうカテゴリーもそ ソフトロ 一つになるんだろうと思うんですけども。その辺りで水戸先生、今後のソフトロー、どう広がっていくとか、どう重要になっていくとかい 辺りの何かご見解はあるでしょうか。お願いしたいと思います。　
ハードローへの違反には刑罰や損害賠償等の法的な制裁があるのに対して、ソフトローの違反に対し
ては法的な制裁で なく、コミュニティからの排除であったり、上場廃止だったりといった制裁（サンクション）が課されます。そのサンクションの在り方 その当否につ て 研究や議論が進むのではないかと思います。　
ありがとうございます。それでは、今度は金井先生に先ほどご報告 ただいたマーケティング法の確







上の価値を生みだせる製品の質向上につなげるプロセスが企業経営の根幹と存じます。 併せて、 取締役会、株主総会でのマーケティングの意思決定も重要と存じます。 この点、 ご意見を頂戴できましたら幸いです」というものです。少し広げた形でご質問がありますが、いかがでしょうか。　
プレゼンの資料にも書かせていただいたように、自分がベンチャー企業の仕事をしていた経験からし
ますと、ファイナンス・資金調達の問題は非常に重要な問題です。マーケティングの概念を広げれば、資金調達の問題は非常に重要な課題として考えられるものと思います。ただ、マーケティング法の対象をそこまで広げる必要があるのかどうか いうと微妙なところ いう気がし ファイナンス・資金調達の問題につきまして 、金融法分野が既にあるわけですので、そちらでやっていただいたほうがよいかなと思います。　
あと、取締役会や株主総会の意思決定という点も、確かに非常に重要な話です。本日、学生の参加者

































ent, Social and G
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という意味で
すけれども。日経新聞等でもよく出てくる言葉ですが、 りあえず儲かる案件にお金を出 ますよというのではなくて、私も仕事していて思いますが 例えば、不動産投資をするにし も、非常に環境に良い基準を満たしているかですとか、そう うところをチェックする投資家がかなり増えてき るかなというふ に思います。まだまだマジョリティーではない は思うんですけれども、今後その辺りに対する意識とい があと
10年、
20年後にはすごい増えてきて、その辺りを分かっていないと、いいアド









といって、一つしゃべっているうちに二つ目が出てこないことが最近はよくあります。それは許していただいて。昔 この中で若い人たちは知らない 思うん すけれども、 『日本の思想』っていう岩波新書、みんなが読んだかど か分からな けれども、丸山眞男っ いう偉い先生が昔いて、日本の文化っていうか、社会の在り方についていろいろ研究されて そこでタコつぼって うのをキャッチワードにされてて。それは今でも感じることがあります。先に池田 言及してくださった東大の高齢社会総合研究機構っていうのを立ち上げた、
10年ちょっと前に。それは何を考えているかというと、まず、学部横











れ何であれ、結局ニーズなんですね。社会 ニーズをどれだけ感知できる っていう話なので あるいは、想像 きるかっていう話ですから、それに応えるよう ものを先駆けて提供し くって うことが、それは抽象的に ことは簡単で本当 何ができるんだろうと思いますけれども、イノベーティブっていう文字、そう 言葉でいえるんなら、そ いう話になるだろう。一つだけまた高齢者法に戻って、私の大好きな高齢者法 戻りますので。私、アメリカのロー・スクールに友人が何人かはいます。その
1人が信託法の大家の
1人なので、信託の話をずっとしたり、日本に来てもらってシンポジウムや
授業もやってもらったりということしてたん すけれども ある年に、私が信託の問題も含ま んですけれど 、高齢者法 ていうのを年取っ きたからやろ かなとか彼 ったら、範雄、何を言ってるんだと。自分は
25年前からやってるとかいわれまして、もうびっくりです、本当に。それで少し調べ

























む、サービスを提供す っていう、そういうことが行われてるんじゃないか、日本よりはっていうことですけどもね。そういうことを考えるよ になりました。以上 す。　
ありがとうございました。それでは、ここで、飯村先生にもう一回お話を伺いたいのです。きょうの




















































状況で、私は民法の専門家なので規制法のことは知らないけれど、これは民法上有効だというようなアドバイスをしても役に立ちません。ビジネス法ですので、企業が活動するということになれば、会社法の手続きを知っていることも当然必要ですし、そ 会社が行って るビジネスに関わる規制も知らなければならない。さらに、取引の根底には民法という一般的な法律がある。こういったものを全て把握した上で有効であり適法 あるといったアドバイスをするということが求められるわけです。金井先生のマーケティング法についてのご説明の中での複数の 律をまたぐような法分野のお話にも通じる ではないかと思います。なお規制 中でも金融商品取引法は実務的に重要であり、金融商品取引法を六法に加えて法学部でもよく勉強をし ほしいなと思っているところです。そのような観点から法律ごとのルールを縦串で んだ上で、さらに横串でその関連分野、業界、特定の取引、あるいはいろんな場面に適用される法制度を検討していく、そういう機会が、 学部で基礎 学んだことを前提に、次のステップで学ぶ場面ができていくとよい はな かと感じてます。　
2点目に申し上げたいのは、法律の分野は、非常に専門化しています。大学はおろか大学院で学んだ
ことがそのまま実務の現場で使えるかと うと かなかそういうことにはなりません。 方 、実際に実務で法的な検討が必要となれば、例えば再生可能エネルギーの分野であれば、本田先生に依頼をして検討してもらうということもできます。専門家に頼んで法的 課題をクリアしていくということは実際には行われ いるわけです。ただ、どこに課題がありそう の 、どこに行けば、誰 頼めば課題を解決ができるのか、こういった感覚を身に付けることは、弁護士だけではなく 、会社の中 一般的な法務に携わっ いる方に っても、重要ではないかと思っています。そ よう 覚 十分でな と、そもそも、専門家に頼むべきか頼む必要がないのかと う に 気が付かな とおり過ぎて まっ
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事じゃないかなと思います。興味のあることは放っておいても絶対勉強しますし、研究もして、そうすると、成長していけると思いますので。いろんなところにアンテナを張って勉強していき、それから、好きな業界で何かを見つける。そう ると、多分、道が開け いくんじゃないかなと思います。この研究科のカリキュラムは、興味を抱かせるようなもので満たされていると思いますので、いろんなところにアンテナを張っていただきたいなというふうに思 ます。　
ありがとうございます。樋口先生、お願いします。
　


































学生の方々が、 現在、 授業等で勉強されている法律は、 基本的な理論部分が中心です。しか 、 法律には、
原則的に導かれる結論に対し、 必ず例外を許す部分があり、 法律のどこを適用して、 結論を導くかにより、結論が変わることがしばしば存在します。　
民法や刑法の基礎的な法律を理解するにあたって、その条文の結論だけではなく、条文が結論を導く
ために、どのような、社会的な背景や理屈によったのかを理解することが、重要であるといえます。　












ておりますので、ここでまたお目にかかれれば大変うれしく思 す。それ は、もう一度、登壇の先生がたに拍手をお願いいたし す。　
それでは、ご清聴ありがとうございました。これをもって閉会といたします。どうもありがとうござ
いました。
